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Ⅰ はじめに 
１．日本経済の自律的成長には内需の拡大が不可欠 
 2020 春季生活闘争は、「総合生活改善闘争」の位置づけのもと、国民生活の維持・向上をはか

るため、労働組合として、社会・経済の構造的な問題解決をはかる「けん引役」を果たす闘争と

していかなければならない。 

 現在の日本は、生産年齢人口の急速な減少による深刻な人手不足の中でもゆるやかな成長を続

けていた経済がここにきて停滞感を見せており、先行きについても、米中対立や日韓関係などの

通商問題、第 4 次産業革命などによる産業構造の変化、消費税増税の影響が懸念されるなど、見

通しが不透明な状況にある。こうした中だからこそ、個人消費や設備投資などＧＤＰの約 7 割を

占める内需の拡大が不可欠である。加えて、社会保障に関して様々な場で議論がなされているが、

すべての国民の将来不安を払拭し得る、安心の社会保障制度に向けて、注視が必要である。 

 

２．「経済の自律的成長」「社会の持続性」を実現するためにも、 

分配構造の転換につながり得る賃上げに取り組む 
 連合はこれまでの間、長期にわたるデフレ経済によって拡大した様々な格差を是正し、持続可

能な社会・経済を実現するため、「底上げ・底支え」「格差是正」をキーワードに春季生活闘争の

取り組みを進めてきた。2019春季生活闘争においては、構成組織・組合の懸命な取り組みにより、

1,000 人以上の組合が賃上げの流れをけん引する中、100 人未満の組合の健闘ぶりが顕著となる

など、「大手追従・大手準拠などの構造を転換する運動」も前進を見せたが、社会全体を俯瞰す

ると賃上げの流れと企業規模間・雇用形態間などの格差是正の動きは依然として広がりを見せて

いない。 

 賃金は労働の対価であると同時に、経済や社会基盤を支える財源でもある。公務・民間にかか

わらず、すべての働く者の「底上げ」「底支え」による所得の向上と「格差是正」を実現するこ

とは、消費の拡大によって企業の経営基盤を健全化するのみならず、税や社会保障など社会制度

の持続性を支えていくことにもつながるものである。 

 こうした状況を踏まえれば、すべての働く者の将来不安を払拭し、「経済の自律的成長」「社会

の持続性」を実現するためにも、分配構造の転換につながり得る賃上げが必要である。 

 したがって、2020 闘争においても、引き続き、生産性三原則 （労使協議・公正分配・雇用拡

大）にもとづいた「賃上げ」「働き方の見直し」を求めるとともに、働き方も含めた「サプライ

チェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」に一体的に取り組むことで、社会全体の生産性

向上を促し、成果の適正な分配につなげていく。 

 とりわけ「賃上げ」については、「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組みを再定義し、広

く社会全体に賃上げを促すとともに、企業内で働くすべての労働者のセーフティネットを強化し

ていく。加えて中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の賃金を「働きの価値に見合った水

準 」へと引き上げていく。 

 

３．働く者・国民生活の底上げをはかるため、果敢に闘おう！ 
 社会・経済が大きな変革期を迎えようとしている中、わが国における賃金決定メカニズムとし

ての春季生活闘争を再認識する必要性が高まっている。労働組合の有無にかかわらず、一人ひと

りの働きの価値が重視され、その価値に見合った処遇が担保される社会を実現するためにも、生

産性三原則にもとづく労使の様々な取り組みをいまだ届いていない組織内外に広く波及させてい

くための構造と「賃金水準」闘争を実現するための体制の整備に取り組む。 

 また、労働者を「労働力」ではなく「人」として尊重する社会の実現のためには、労働組合自

らが仲間を増やしすべての職場や地域で集団的労使関係を拡大していくことが重要であり、組織

拡大に全力で取り組む。連合・構成組織・地方連合会・組合は一致団結して、社会の不条理や格

差の拡大を許さず、正規・非正規、組織・未組織を問わず、すべての働く者・国民の生活の底上

げをはかるため、『私たちが未来を変える！すべての労働者の「底上げ」「底支え」「格差是正」

と働き方の見直しで！』をスローガンに掲げ、「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて

果敢に闘おう。 
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Ⅱ．2020 春季生活闘争の取り組み内容（基本的な考え方） 
１．賃金要求に対する考え方 

 世界経済・日本経済の状況については「Ⅰ．2020春季生活闘争を取り巻く情勢」のとおりだが、

加えて、家計の状況をみると、社会保険料負担の上昇が賃上げによる雇用者報酬増を上回る一方

で、社会保障をはじめとする将来不安が一向に解消されないため、収入の増加分の大部分が貯蓄

に回る等、極めて防衛的な行動となっている。 

 働く者の将来不安を払拭し、「経済の自律的成長」「社会の持続性」を実現するためには「人

への投資」が不可欠であり、分配構造の転換につながり得る賃上げが必要である。すべての企業

労使は日本経済の一端を担うという社会的役割と責任を強く意識し、すべての働く者の労働諸条

件の改善につなげていかなければならない。 

 したがって、2020春季生活闘争においては、社会全体に賃上げを促す観点とそれぞれの産業全

体の「底上げ」「底支え」「格差是正」に寄与する取り組みを強化する観点から、月例賃金にこ

だわり、賃上げの流れを継続・定着させる。加えて、中小組合や有期・短時間・契約等で働く者

の賃金の「格差是正」の取り組みの実効性を高めるためにも、働きの価値に見合った賃金の絶対

額にこだわり、名目賃金の最低到達水準の確保と目標水準への到達、すなわち「賃金水準の追求」

に取り組んでいく。 

 なお、今次闘争より、広く社会全体に賃上げを促す観点と企業内で働くすべての労働者のセー

フティネットを強化していく観点、加えて中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の賃金を

「働きの価値に見合った水準」へと引き上げていく観点から、「底上げ」「底支え」「格差是正」

を次のとおり再定義する。 

 

＜目的と要求の考え方＞ 

 目的 要求の考え方 

底上げ 
産業相場や地域相場を

引き上げていく 

定昇相当分+引き上げ率 

（→地域別最低賃金に波及） 

格差是正 

企業規模間、雇用形態

間、男女間の格差を是

正する 

・社会横断的な水準を額で示し、その水準への到達

をめざす 

・男女間については、職場実態を把握し、改善に努

める 

底支え 産業相場を下支えする 
企業内最低賃金協定の締結、水準の引き上げ 

（→特定（産業別）最低賃金に波及） 

＜連合・構成組織・地方連合会の取り組み＞ 

 連合 構成組織 地方連合会 

底上げ 

様々な指標を総合勘案

し、「定昇相当分＋引

き上げ率」で提示 

連合方針を踏まえて 

要求方針を検討 

連合方針を踏まえて 

要求方針を検討 

格差是正 

「企業規模間格差是正

に向けた目標水準」お

よび「雇用形態間格差

是正に向けた目標水

準」を設定 
 

①連合リビングウェイジをク

リアする 

②各県の地域ミニマム第１十

分位以下をなくす 

③連合方針をめざす 

底支え 

企業内のすべての労働

者を対象に企業内最低

賃金協定を締結する際

のめざす水準を設定   
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２．賃金水準闘争を強化していくための体制整備 
 中小組合や有期・短時間・契約等で働く者の賃金を「働きの価値に見合った水準」に引き上げ、

企業内の男女間賃金格差を是正していくためには、賃金実態の把握と賃金制度の確立が不可欠で

ある。 

 構成組織は、加盟組合の個人別賃金データの収集とその分析・課題解決策に向けた支援を強化

する。加えて、産業相

場、地場相場を引き上

げ、産業内や地域の未組

織労働者への波及効果を

高めていくためにも、地

方連合会との連携を一層

強め、地域における賃金

相場の形成に向けて、

「地域ミニマム運動」へ

積極的に参画する体制を

整える。 

 「賃金水準」闘争の広

がりを確認していくため

には、一定の評価軸が必

要であり、定量的・定性

的に把握できる仕組みを

あらたに設定する。 

 

 

３．「すべての労働者の立場にたった働き方」の実現 

 全産業・製造業・非製造業のいずれも人手不足感がさらに深刻となっており、個別企業労使に

とって「人材の確保・定着」と「人材育成」に向けた職場の基盤整備が従来以上に重要課題とな

る中、2020年は「働き方改革関連法」が本格的な施行を迎えることとなる。「時間外労働時間の

上限規制」の中小企業への適用、「同一労働同一賃金」への対応など法令遵守はもちろんのこと、

有期・短時間・契約等で働く者の雇用の安定、65歳から 70歳までの就業機会確保と 60歳以降の

処遇のあり方への対応、職場の安全対策、安心して育児・介護・治療と仕事が両立できるワー

ク・ライフ・バランスの実現など、公務・民間、企業規模、雇用形態にかかわらず、個々人のニ

ーズにあった多様な働き方の仕組みを整え、安心・安全で働きがいある職場の構築に取り組んで

いく。 

 

 

４．働き方も含めた「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配」 
 中小企業の経営基盤を強化し、賃上げ原資を確保していくためには、「取引の適正化」の推進

が不可欠である。 

 とりわけ「働き方改革関連法」の改正事項が大企業から先行適用される中、大企業等による長

時間労働是正をはじめとした取り組みが、下請け等中小企業への「しわ寄せ」とならないように

取り組みを進めることが重要である。加えて、2019 年 10 月の消費税増税分を確実に取引価格に

転嫁できるよう、職場労使を含め連合全体で取り組むとともに、経営者団体および関係省庁と連

携し社会全体に訴えていく。 

 さらに、働く者は同時に消費者でもある。一人ひとりが倫理的な消費行動を日々実践していく

ことも持続的な社会に向けた大切な営みであり、消費者教育の推進とともに、働く者の立場から

社会に呼びかけていく。 
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Ⅲ 生活改善に対する取り組み 

１．賃上げ要求 

（１）月例賃金 

  １）連合本部方針 
   ① すべての組合は月例賃金にこだわり、賃金の引き上げをめざす。要求の組み立て

は、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を確保した上で、名目賃金の到達目

標の実現と最低到達水準の確保、すなわち「賃金水準の追求」にこだわる内容とす

る。（「底上げ」「格差是正」） 

     同時に、すべての組合は、企業内で働くすべての労働者の生活の安心・安定と産

業の公正基準を担保するため、企業内最低賃金の協定化に取り組む。なお、取り組

みにあたっては、企業内最低賃金協定が特定（産業別）最低賃金の金額改正に強く

寄与することも踏まえる。（「底支え」） 

     具体的な要求指標は、下表とおりとする。 

※最低到達水準は１年・１歳間差を 4,500 円、30 歳を勤続 12 年相当、35 歳を 17 年相当とし、時給 1,100 円から積み上げて算出 

 

   ② すべての構成組織は、月例賃金にこだわり、名目賃金の到達目標の実現と最低到達水

準の確保、すなわち「賃金水準の追求」に取り組む。 

     それぞれの産業においてめざすべき賃金水準を設定した上で、自組織の中小組合や有

期・短時間・契約等で働く者が自らの賃金の「働きの価値に見合った水準」への到達を

追求し得る要求を設定する。 

   ③ すべての組合は、組合員の個人別賃金実態を把握し、賃金水準や賃金カーブを精査し

てゆがみや格差の有無などを確認した上で、これを改善する取り組みを行う。 

     また、獲得した賃金改定原資の各賃金項目への配分等にも積極的に関与する。賃金制

度が未整備の組合は、構成組織の指導のもと、制度の確立・整備に向けた取り組みを強

化する。 
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  ２）連合富山方針 
   ① 「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組み ・・・本部方針を踏襲 

   ② 「賃金水準の追及」の取り組み 

      連合富山の加盟組織は、下表太枠内にある業種別の県内労働者の最低到達基準

を超えるよう取り組む（該当が無い場合、あるいは「全産業」を下回っている産

業である「建設・資材・林産」「交通・運輸」は「全産業」）。それらを超えて

いれば、本部方針通り、最低到達水準、目標水準を超えるよう取り組みを進める。 

   考え方 

底上げ 本部方針を踏襲 

格差是正 規模間格差是正 雇用形態間格差是正 

 
目標 

水準 
本部方針を踏襲 本部方針を踏襲 

 

最低 

到達 

水準 
本部方針を踏襲 本部方針を踏襲 

 

県
内
労
働
者
の
最
低
到
達
基
準 

 

 30歳 35歳 

化学・繊維 229,600 円 248,300 円 

金属 217,000 円 233,700 円 

商業・流通 212,400 円 230,200 円 

建設・資材・林産 207,000 円 212,600 円 

交通・運輸 189,600 円 203,900 円 

全産業 211,400 円 228,400 円 

 

連合富山 

リビングウェイジ 

950 円以上 

底支え 本部方針を踏襲 

 ※最低到達基準は「連合富山 2018 賃金実態調査」業種別賃金特性の第１四分位から算出 

 ※金額については所定内賃金（時間外手当・休日出勤手当・交替手当・通勤手当・歩合給等を除き、毎月決まって支払われる賃金） 

 

   ③ 賃金制度、賃金カーブの整備の取り組み ・・・本部方針を踏襲 
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（２）中小組合の取り組み（企業規模間格差是正） 

  １）連合本部方針 
   ① すべての中小組合は、賃金カーブ維持相当分（１年・１歳間差）を確保した上で、

自組合の賃金と社会横断的水準を確保するための指標を比較し、その水準の到達に

必要な額を加えた総額で賃金引き上げを求める。また、獲得した賃金改善原資の各

賃金項目への配分等にも積極的に関与する。 

   ② 賃金実態が把握できないなどの事情がある場合は、連合加盟中小組合の平均賃金

水準（約 25 万円）と賃金カーブ維持分（１年・１歳間差）をベースとして組み立

て、連合加盟組合平均賃金水準（約 30 万円）との格差を解消するために必要な額

を加えて、引き上げ要求を設定する。 

     すなわち、連合加盟組合平均賃金水準の２％相当額との差額を上乗せした金額

6,000 円を賃上げ目標金額とし、賃金カーブ維持分 4,500 円を加え、総額 10,500 円

以上を目安に賃金の引き上げを求める。 
      （2018「地域ミニマム運動」（2017 年実態）集計の年齢別賃金（全産業・300 人未満・男女計）中位数の 18 歳か

ら 45 歳の「1年・1歳間差の平均は、4,393 円（前年 4,478 円）」である。） 

   ③ 賃金カーブ維持分の確保 

     賃金カーブを維持することは、労働力の価値の保障により勤労意欲を維持する役

割を果たすと同時に、生活水準保障でもあり、必ずこれを確保する。 

     賃金カーブ維持には定期昇給制度が重要な役割を果たす。定期昇給制度がない組

合は、人事・賃金制度の確立を視野に入れ、労使での検討委員会などを設置して協

議を進めつつ、当面は定期昇給制度の確立に取り組む。構成組織と地方連合会は連

携してこれらの支援を行う。 

  ２）連合富山方針 ・・・本部方針を踏襲 

 

 

（３）雇用形態間格差是正に向けた取り組み 

  １）連合本部方針 
   ① 企業内最賃協定の締結 

    有期・短時間・契約等で働く者の労働諸条件の向上と均等待遇・均衡待遇確保の観

点から、企業内のすべての労働者を対象とした企業内最低賃金協定の締結をめざす。

締結水準については、時給 1,100 円以上をめざす。 

   ② 有期・短時間・契約等で働く者の賃金を「働きの価値に見合った水準」に引き上

げていくため、昇給ルールの導入に取り組む。なお、昇給ルールを導入する場合は、

勤続年数で賃金カーブを描くこととし、水準については、「勤続 17 年相当で時給

1,700 円・月給 280,500 円以上」となる制度設計をめざす。 

  ２）連合富山方針 
   ① 企業内最賃協定の締結 

    連合富山の各加盟組織は締結基準を連合富山リビングウェイジである 950 円以上と

し、それを越えている場合は締結水準については、本部方針を踏襲し、時給 1,100

円以上をめざす。 

   ② 有期・短時間・契約等の労働者の昇給ルールの導入に向けた取り組み 

・・・本部方針を踏襲 
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（４）男女間賃金格差の是正 
 男女間における賃金格差は、勤続年数や管理職比率の差異が主要因であり、固定的性別役

割分担意識等による仕事の配置や配分、教育・人材育成における男女の偏りなど人事・賃金

制度および運用の結果がそのような問題をもたらしている。改正女性活躍推進法にもとづく

指針に「男女の賃金の差異」の把握の重要性が明記されたことを踏まえ、男女別の賃金実態

の把握と分析を行うとともに、問題点の改善と格差是正に向けた取り組みを進める。 

  １）連合本部方針 
   ① 賃金データにもとづいて男女別・年齢ごとの賃金分布を把握し、「見える化」

（賃金プロット手法等）をはかるとともに、問題点を改善する。 

   ② 生活関連手当（福利厚生、家族手当等）の支給における住民票上の「世帯主」要

件は実質的な間接差別にあたり、また、女性のみに住民票などの証明書類の提出を

求めることは男女雇用機会均等法で禁止されているため、廃止を求める。 

  ２）連合富山方針 ・・・本部方針を踏襲 

 

 

（５）初任給の取り組み 

  １）連合本部方針 
   ① すべての賃金の基礎である初任給について社会水準を確保する。 

18 歳高卒初任給の参考目標値……174,600 円 
連合「2019 労働条件調査」速報値より、主要組合の高卒初任給の平均額に 2％分を上乗せした額 

 

   ② 中途入社者の賃金を底支えする観点から、年齢別最低到達水準についても協定締

結をめざす。 

  ２）連合富山方針 
   ① すべての賃金の基礎である初任給について社会水準を確保する。 

県内 18 歳高卒初任給の参考目標値 166,300 円 
※ 2018 賃金実態調査 18 歳第１四分位の数値より算出した金額 

 

   ② 年齢別最低到達水準の協定締結 ・・・本部方針を踏襲 
 

 

（６）一時金 

  １）連合本部方針 
   ① 月例賃金の引き上げにこだわりつつ、年収確保の観点も含め水準の向上・確保を

はかることとする。 

   ② 有期・短時間・契約等で働く労働者についても、均等待遇・均衡待遇の観点から

対応をはかることとする。 

  ２）連合富山方針 ・・・本部方針を踏襲 
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２．「すべての労働者の立場にたった働き方」の見直し 
（本部方針を踏襲） 

  

 健康で働き続けられる労働時間と過労

死ゼロの実現、超少子高齢化・人口減少

が進むわが国の社会構造を踏まえ、「社

会生活の時間」の充実を含めワーク・ラ

イフ・バランス社会の実現と個々人の状

況やニーズにあった働き方と処遇のあり

方について総体的な検討と協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）長時間労働是正に関する取り組み 
 「働き方改革関連法」

（時間外労働の上限規

制や同一労働同一賃金

等）が施行されたこと

を踏まえ、それぞれの

産業全体の働き方の見

直しの方向感を方針等

の策定により示し、各

組合の実践を通じて、

職場と産業全体の基盤

を強化する。なお、企

業規模によって、施行

時期や適用猶予期間の

有無、適用除外となるか否かは異なるが、取引の適正化の観点も踏まえ、取り組みの濃淡や

負担感の偏在が生じないよう、すべての構成組織・組合が同時に取り組みを行う。 

  １）労務管理の徹底に向けた取り組み 
    勤怠管理にタイムカードやＩＣＴを利活用している事業所において、実態と乖離し

た勤怠が行われている事例が多くある。法令順守、長時間労働防止、不払い残業撲滅

に向け、職場の実態・実情に即した労働時間管理の適正化に向けた取り組みを進める。 

 

  ２）年次有給休暇取得促進と勤務間インターバル規制導入促進 
    過重労働を防止し、ワーク・ライフ・バランスを実現させるためには、年次有給休

暇取得が効果的であることから、取得率 100％に向けた取り組みを進める。 

    また、ワーク・ライフ・バランスの観点からも、仕事を離れて休息する時間や生活

時間の確保のためには勤務間インターバルが有効であることを再認識し、導入に向け

て検討を進める。 
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（２）ワークルールの取り組み 
 すべての職場におけるディーセント・ワークの実現、ワーク・ライフ・バランスの推進、

コンプライアンスの徹底をはかる観点から取り組みを進める。 

 なお、労働関係法令には企業規模が一定の人数に満たない場合、あるいは業種によって、

義務を免除する、あるいは努力義務とする条項や、特別措置が適用される条項があるが、企

業規模にかかわらず取り組みを進めることとする。 

  １）改正労働基準法に関する取り組み 
    改正労働基準法等の施行（2019年４月）およびその一部である時間外労働の上限規

制の中小企業への適用開始（2020 年４月）を踏まえ、①36 協定の点検・見直し（限

度時間を原則とした締結、休日労働の抑制、過半数労働組合・過半数代表者のチェッ

ク等）および締結に際しての業務量の棚卸しや人員体制の見直し、②すべての労働者

を対象とした労働時間の客観的な把握と適正な管理の徹底、③年次有給休暇の 100％

取得に向けた計画的付与の導入等の労使協議の実施および事業場外みなしや裁量労働

制の適正な運用に向けた取り組み（労使協定・労使委員会、健康・福祉確保措置の実

施状況、労働時間の状況の点検）の徹底をはかる。 

 

  ２）同一労働同一賃金に関する取り組み 
    同一労働同一賃金の法規定が 2020

年４月より施行されることを踏ま

え、すべての労働組合は、職場のパ

ート・有期雇用・派遣労働者の労働

組合への加入の有無を問わず、労働

条件を点検し、以下の取り組みをは

かる。なお、無期転換労働者につい

ても、法の趣旨に基づき同様の取り

組みを進める。 
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   ① パート・有期雇用労働者に関する取り組み 

    ａ）正規雇用労働者とパート・有期で働く者の労働条件・待遇差の確認 

    ｂ）（待遇差がある場合）賃金・一時金や各種手当等、個々の労働条件・待遇ごと

に、その目的・性質に照らして正規雇用労働者との待遇差が不合理となっていな

いかを確認 

    ｃ）（不合理な差がある場合）待遇差の是正 

    ｄ）パート・有期雇用労働者の組合加入とその声を踏まえた労使協議の実施 

    ｅ）パート・有期雇用労働者への待遇に関する説明の徹底 

 

   ② 派遣労働者に関する取り組み 

     同一労働同一賃金の法整備において派遣労働者と派遣先労働者との均等・均衡待

遇が原則とされたことを踏まえ、以下の取り組みをはかる。 

   ＜派遣先労働組合の取り組み＞ 

    ａ）正規雇用労働者と派遣労働者の労働条件・待遇差を確認する 

    ｂ）派遣先均等・均衡待遇が可能な水準での派遣料金設定や派遣元への待遇情報の

提供など、事業主に対する必要な対応を求める。 

    ｃ）食堂・休憩室・更衣室など福利厚生施設などについて派遣労働者に不利な利用

条件などが設定されている場合は、是正を求める。 

   ＜派遣元労働組合の取り組み＞ 

    ａ）待遇情報の共有や待遇決定方式に関する協議を行う 

    ｂ）待遇決定方式に関わらず比較対象労働者との間に不合理な格差等がある場合に

は、是正を求める。 

    ｃ）有期・パートである派遣労働者については、上記①の取り組みについて確認

（比較対象は派遣元の正規雇用労働者） 

    ｄ）派遣労働者の組合加入およびその声を踏まえた労使協議の実施 

    ｅ）派遣労働者への待遇に関する説明の徹底 
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  ３）中小企業、パート・有期・派遣で働く労働者等の退職給付制度の整備 
   ① 企業年金のない事業所においては、企業年金制度の整備を事業主に求める。その

際、企業年金制度は退職給付制度であり、賃金の後払いとしての性格を有すること

から、確実に給付が受けられる制度を基本とする。 

 

   ② 「同一労働同一賃金ガイドライン」の趣旨を踏まえ、パート・有期・派遣で働く

労働者に企業年金が支給されるよう、退職金規程の整備をはかる。 

 

（３）すべての労働者の雇用の安定に向けた取り組み 
 雇用の原則は「期間の定めのない直接雇用」であることを踏まえ、すべての労働者の雇用

の安定に向け、以下の取り組みをはかる。 

  １）有期雇用労働者の雇用の安定に向け、労働契約法 18 条の無期転換ルールの内容周

知や、無期転換回避目的の雇止めなどが生じていないかの確認、通算期間５年経過前

の無期転換の促進などを進める。 

 

  ２）派遣労働者について、職場への受入れに関するルール（手続き、受入れ人数、受入

れ期間、期間制限到来時の対応など）の協約化・ルール化をはかるとともに、直接雇

用を積極的に受入れるよう事業主に働きかけを行う。 
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（４）取引の適正化と公正な社会の実現 
 中小企業の経営基盤を強化し、賃上げ原資を確保していくためには、「取引の適正化」の

推進が不可欠である。下請け等中小企業においては、発注者（大手企業）からの著しく短い

期限の設定などにより長時間労働になる傾向があることから、職場労使を含め、企業規模に

かかわらず商慣行の見直しや取引条件の適正化を求め、中小企業への「しわ寄せ」とならな

いように取り組みを進める。 

 加えて、消費税増税分を確実に取引価格に転嫁できるよう、職場労使を含め連合（構成組

織・加盟組織）全体で取り組むとともに、県内経済団体等と連携し社会全体に訴えていく。 

 また、働く者は同時に消費者でもある。一人ひとりが倫理的な消費行動を実践することが

持続的な社会の実現につながる。消費者による悪質なクレームや暴力などのカスタマーハラ

スメントの防止に向けて、働く者の立場から倫理的な消費者行動を社会に呼びかけていく。 

 

（５）高齢となっても安心して安全に働き続けられる環境整備の取り組み 
 意欲ある高齢者が生きがい・やりがいを持って働くことのできる環境の整備に向け、以下

の取り組みをはかる。 

  １）同一労働同一賃金の法規定対応の確実な実施（通常の労働者と定年後継続雇用労働

者をはじめとする 60 歳以降のパート・有期雇用で働く労働者との間の不合理な待遇

差の是正） 

 

  ２）働く高齢者のニーズへの対応ため、労働時間をはじめとする勤務条件の緩和や健康

管理の充実などの推進 

 

  ３）高齢化に伴い増加がみられる転倒や腰痛災害等に対する配慮と職場環境改善 

 

  ４）労働災害防止の観点から、高齢者に限定せず広く労働者の身体機能等の向上に向け

た「健康づくり」の推進 
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（６）障がい者雇用に関する取り組み 
  １）障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が、2021 年３月までに 2.3%（国・地方自治

体 2.6％、教育委員会 2.5％）に引き上げられることを踏まえ、職場における障がい

者の個別性に配慮した雇用環境を整備したうえで、障害者雇用率の達成に取り組む。 

 

 

 

  

２）事業者の責務である「障がい者であることを理由とした不当な差別的取扱いの禁

止」、「合理的配慮の提供義務」、「相談体制の整備・苦情処理および紛争解決の援助」

についても、労働協約・就業規則のチェックや見直しに取り組む。 
 

（７）短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大に関する取り組み 

 2016 年 10 月より 501 人以上の企業等における短時間労働者に対する社会保険の適用が拡

大されたことを踏まえ、１）社会保険が適用されるべき労働者が全員適用されているか点

検・確認するとともに、２）事業者が適用拡大を回避するために短時間労働者の労働条件の

不利益変更を行わないことを確認する。 

 また、2017 年 4月からは 500 人以下の民間企業についても、労使合意にもとづく短時間労

働者への適用拡大が可能となったことを踏まえ、３）500 人以下の企業において短時間労働

者へ社会保険を適用するよう事業主に求めるなどの取り組みを進める。 
 

（８）治療と仕事の両立の推進に関する取り組み 
 疾病などを抱える労働者は、治療などのための柔軟な勤務制度の整備や通院目的の休暇に

加え、病気の重症化予防の取り組みなどを必要としている。労働者本人やその家族が長期に

わたる治療が必要な疾病などを抱えている場合、労働者からの申出があった場合に円滑な対

応ができるよう、労働協約・就業規則など諸規程の整備進め、労働者や家族の治療の際に利

用できる「傷病有給休暇の創設」や「年次有給休暇の時間単位での取得」などの拡充をはか

る。さらに、疾病などを抱える労働者のプライバシーに配慮しつつ、受け入れる事業場の上

司や同僚への周知や理解促進に取り組む。 
 

（９）人材育成と教育訓練の充実 
 中小企業の維持・発展、短時間・有期等の雇用形態で働く労働者の雇用安定に向けては、

能力開発など人材育成の充実が欠かせない。教育訓練機会の確保や職場での働き方など、

様々な状況を踏まえ付加価値創造の源泉である「働くことの価値」を高めていくためにも、

広く「人への投資」を求めていく。 
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３．ジェンダー平等・多様性の推進（本部方針を踏襲） 

  

 多様性が尊重される社会の実現に向けて、性別をはじめ年齢、国籍、障がいの有無、就労

形態など、様々な違いを持った人々がお互いを認め合い、ともに働き続けられる職場を実現

するため、あらゆるハラスメント対策や差別禁止に取り組む。また、ジェンダーバイアス

（無意識を含む性差別的な偏見）や固定的性別役割分担意識を払拭し、仕事と生活の調和を

はかるため、すべての労働者が両立支援制度を利用できる環境整備に向けて、連合のガイド

ラインや考え方・方針を活用するなどして取り組みを進める。 

 なお、労働関係法令には企業規模が一定の人数に満たない場合、あるいは業種によって、

義務を免除する、あるいは努力義務とする条項や、特別措置が適用される条項があるが、企

業規模にかかわらず取り組みを進めることとする。 

（１）改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動 
 改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法について、連合のガイドライン（１月 23 日第

４回中央執行委員会確認予定）にもとづき、周知徹底とあわせて、法令違反がないかなどの点検

活動を行う。また、労使交渉・協議では、可能な限り実証的なデータにもとづく根拠を示し、以

下の項目について改善を求める。 

  １）女性の昇進・昇格の遅れ、仕事の配置や配分が男女で異なることなど、男女間格差

の実態について点検を行い、積極的な差別是正措置（ポジティブ・アクション）によ

り改善をはかる。 

 

  ２）合理的な理由のない転居を伴う転勤がないかどうか点検し、是正をはかる。 

   

  ３）妊娠・出産などを理由とする不利益取り扱いの有無について検証し、是正をはかる。 

 

  ４）改正女性活躍推進法にもとづく事業主行動計画策定に労使で取り組む。その際、職

場の状況を十分に把握・

分析した上で、必要な目

標や取り組み内容を設定

するとともに、えるぼし

認定に向け、労使一体と

なって取り組む。 

 

  ５）事業主行動計画が着実

に進展しているか、労働

組合としてPlan(計画)・

Do（実行）・Check（評

価）・Action（改善）に

積極的に関与する。 

 

  ６）事業主行動計画の内容

の周知徹底はもとより、

改正女性活躍推進法や関

連する法律に関する学習

会等を開催する。 
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（２）あらゆるハラスメント対策と差別禁止の取り組み 
 職場のハラスメントの現状を把握するとともに、第三者を含めたあらゆるハラスメント対

策や差別禁止の取り組みを進める。 

  １）ハラスメント対策関連法（改正労働施策総合推進法等）について、連合のガイドラ

イン（１月 23 日第４回中央執行委員会確認予定）にもとづき、労働組合としてのチ

ェック機能を強化するとともに、職場実態を把握した上で、事業主が雇用管理上講ず

べき措置（防止措置）や配慮（望ましい取り組み）について労使協議を行う。 

 

  ２）同性間セクシュアル・ハラスメント、ジェンダー・ハラスメントも含めたセクシュ

アル・ハラスメントの防止措置の実効性が担保されているか検証する。 

 

  ３）マタニティ・ハラスメント

やパタニティ・ハラスメン

ト、ケア（育児・介護）・ハ

ラスメントの防止措置の実効

性が担保されているか検証す

る。 

 

  ４）パワー・ハラスメントを含

めて、あらゆるハラスメント

を一元的に防止する取り組み

を事業主に働きかける。 

 

  ５）性的指向・性自認に関する

ハラスメントや差別の禁止、

望まぬ暴露であるいわゆるア

ウティングの防止やプライバ

シー保護に取り組むととも

に、連合のガイドラインを活

用して就業環境の改善等を進

める。 

 

  ６）ドメスティック・バイオレンスをはじめとする性暴力による被害者を対象とした、

相談支援機関との連携強化を含めた職場の相談体制の整備や休暇制度の創設等、職場

における支援のための環境整備を進める。 

 

（３）育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備 
 連合の方針等にもとづき、以下の課題に取り組む。 

  １）育児・介護休業法の周知・点検をはかるとともに、両立支援策の拡充の観点から、

法を上回る内容を労働協約に盛り込む。 

 

  ２）有期契約労働者が制度を取得する場合の要件の撤廃をはかる。 

 

  ３）育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、短時間勤務、所定外労働の免除の

申し出や取得により、解雇あるいは昇進・昇格の人事考課等において不利益取り扱い

が行われないよう徹底する。 



17 

 

  ４）妊産婦保護制度や母性健康管理

について周知されているか点検

し、妊娠・出産および制度利用に

よる不利益取り扱いの禁止を徹底

する。 

 

  ５）女性の就業継続率の向上や男女

のワーク・ライフ・バランスの実

現に向けて、男性の育児休業取得

促進に取り組む。 

 

  ６）両立支援制度や介護保険制度に

関する情報提供など、仕事と介護

の両立を支援するための相談窓口

を設置するよう求める。 

 

  ７）不妊治療と仕事の両立のため、取得理由に不妊治療を含めた休暇等（多目的休暇ま

たは積立休暇等を含む）の整備に取り組む。 

 

  ８）事業所内保育施設（認可施設）の設置、継続に取り組み、新設が難しい場合は、認可保

育所と同等の質が確保された企業主導型保育施設の設置を求める。 

（４）次世代育成支援対策推進法にもとづく取り組みの推進 
  １）ワーク・ライフ・バランスの推進に向け

た労働組合としての方針を明確にした上

で、労使協議を通じて、計画期間、目標、

実施方法・体制などを確認し、作成した行

動計画の実現をはかることで「くるみ

ん」・「プラチナくるみん」の取得をめざ

す。 

 

  ２）「くるみん」・「プラチナくるみん」を

取得した職場において、その後の取り組み

が後退していないか労使で確認し、計画内

容の実効性の維持・向上をはかる。 
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４．運動の両輪としての「政策・制度実現」の取り組み 
（（１）～（７）まで本部方針を踏襲、（８）～（９）は連合富山方針） 

 
 「2020年度 重点政策実現の取り組み」を春季生活闘争の労働諸条件改善の取り組みとと

もに運動の両輪として引き続き推し進める。 

 「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けた政策課題について、政府・政党への働き

かけ、審議会・国会審議対応、街宣活動などを通じた世論喚起など、連合本部・構成組織・

地方連合会が一体となって幅広い運動を展開する。 

（１）企業間における公正・適正な取引関係の確立に向けた取り組み 

 

（２）税による所得再分配機能の強化に向けた取り組み 

 

（３）すべての人が安心して働き暮らせるよう、社会保障制度の充実・確保に向けた取り組

み（年金、医療・介護、子ども・子育て支援など） 

 

（４）労働者保護のための消滅時効改正に向けた取り組み 

 

（５）意欲ある高齢者が安心して働くことのできる環境整備に向けた取り組み 

 

（６）改正法の施行を見据えた女性活躍推進とハラスメント対策のさらなる取り組み 

 

（７）教育の機会均等実現に向けた教育の無償化・奨学金の拡充に向けた取り組み 

 

（８）推薦議員団と連携し、「政策フォーラム」などを通じて、地域における諸課題の解決

をはかる取り組み 

 

（９）政策・制度要求実現に向け、推薦議員の拡大をめざす取り組み 
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Ⅳ 連合富山の闘争機関設置と体制 

１．闘争体制について 

（１）闘争委員会の設置 
 闘争委員会は、連合富山執行委員会で構成し、第３回執行委員会(2020.1.22)から

闘争委員会に切り替え、闘争の進め方を中心に協議する。また、各地域協議会にお

いても「○○地協闘争委員会」をそれぞれ設置し、本部闘争委員会との連携のもと、

地域に見える運動を展開し、街宣・集会・支援オルグ・情報交流などの取り組みを

推進する。 
 

（２）地場共闘の強化と連携 
 「業種別共闘」の充実・強化をはかるため、引き続き「中小共闘」ならびに「フ

ェアワーク推進」機能を包含する組織として、闘争委員会のもとに「労働政策委員

会」、その中に戦術などを企画・立案する「賃金・労働条件対策部会」、業界・業種

固有の課題について業種別共闘連絡会議を通年的な取り組みに展開し情報交換を行

うため「ＷＬＢ推進委員会」において、闘争における情報の共有化を推進し、波及

効果を高め、地場共闘の強化に取り組む。 

 

   

＜労働政策委員会／役員体制＞ 
            ◎委員長、○副委員長、◆事務局主担当、◇事務局副担当 

 ◎栗原副会長、○神田・吉田・髙柳各副会長 

 ◆中野副事務局長、◇大森常任執行委員、仲嶺常任執行委員 

  【委員】坂井（自治労）、黒川（ＪＡＭ）、津野（ＵＡゼンセン） 

      吉野（ＪＥＣ連合）、石垣（自動車総連）、森川（電機連合） 

      三浦（運輸労連）、篠島（全国農団労）、金山（私鉄総連） 

      石橋（全自交労連）、土居（富山地協）、竹内（高岡地協） 

      杉野（砺波地協）、青木（新川地協） 

 

＜業種別共闘連絡会議／役員体制＞ 
                ◎議長、○副議長、◆事務局主担当 

   【金属】 

     ◎栗原副会長、○浜守事務局長        ◆大木、桑山、大森 

   【化学・繊維・食品等製造】 

     ◎神田副会長、○長副事務局長        ◆桑山、平野、朴木 

   【流通・サービス・金融】 

     ◎川岸副会長、○黒崎副会長         ◆仲嶺、大森、前野 

   【交通・運輸】 

     ◎髙柳副会長、○中松副会長、藤井副事務局長 ◆平野、大森、朴木 

   【インフラ・公益】 

     ◎能澤副会長、○吉田副会長・中野副事務局長 ◆大木、仲嶺、前野 
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連合富山 2020 春季生活闘争・闘争推進体制 
 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

業種別共闘連絡会議の推進体制 

金属 

共闘連絡会議 

化学・繊維・食品等製造 

共闘連絡会議 
流通・サービス・金融 

共闘連絡会議 
交通・運輸 

共闘連絡会議 

インフラ・公益 

共闘連絡会議 

 

金属 

機械 

電気機器 

鉄鋼 

造船 

自動車 

 

薬品 

化学 

繊維 

食品 

紙パ 

 

サービス 

流通 

金融 

損保 

生保 

 

交通全般 

運輸全般 
（陸・海・空） 

 

報道 

通信 
公共サービス全般 

（行政・教育・郵

政・電力・水道・

ガスなど） 

◎栗原副会長 

○浜守事務局長 

 

 

◎神田副会長 

○長副事務局長 

 

 

 

◎川岸副会長 

○黒崎副会長 

 

 

 

◎髙柳副会長 

○中松副会長 

○藤井副事務局長 

 

 

◎能澤副会長 

○吉田副会長 

○中野副事務局長 

 

◆大木 

 桑山、大森 

◆桑山 

 平野、朴木 

◆仲嶺 

 大森、前野 

◆平野 

 大森、朴木 

◆大木 

 仲嶺、前野 

 

◎は業種別共闘連絡会議の議長、○は副議長、◆は事務局主担当者 

 

 

 

 

 

労働政策委員会 
構成組織、業種別共闘連絡会議の闘争情報の共有化・推進 

（中小共闘センター・非正規労働センターの機能包括）                  

 

 

連合富山闘争委員会 
（連合富山執行委員会） 

 

地協闘争委員会 
地域共闘推進 

中小の闘争支援 

街宣アピールなど 
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２．要求書提出から妥結に至る共闘体制の強化 
 

（１）加盟組織は、企業の経営実態、経営方針、雇用問題、賃金の在り方、格差の

実態、労働時間管理の実態などについて労使協議の徹底をはかる。 

 

（２）自らの賃金実態に基づき、賃金カーブ維持分の算定に努め、妥結前段での労

使確認をめざす。 

 

（３）各地域協議会においては、中小・地場組合の交渉支援を目的に、地協闘争委

員会（幹事会）での情報・意見交換や激励訪問などの実施、業種別共闘連絡会

議への参加を促進するなど、連合富山の各種運動と連携した活動に取り組むな

ど、地域におけるすべての労働者の「底上げ」「底支え」「格差是正」に向け

た取り組みを展開する。 

 

（４）要求書は前段交渉を強化する中で、原則として２月末まで、遅くとも３月末

までには提出する。 

 

（５）構成組織・加盟組織は、賃金カーブ維持分の情報公開を行うとともに、業種

別共闘連絡会議の場において、労働条件などに関する必要な情報交換を行う。 

 

（６）回答・妥結は原則３月内、遅くとも４月内決着をめざして交渉を強化する。 

 

（７）昨年に引き続き、県経営者協会、富山労働局などに対して要請行動を展開す

るとともに、富山県中小企業団体中央会、富山県中小企業家同友会、富山県商

工会議所連合会、富山県商工会連合会など経営者諸団体との春季生活闘争や働

き方の見直し等に関する意見交換を複数回実施し、地域の活性化につながる取

り組みの好事例について労使双方の情報の共有化をはかる。 

   なお、各地域協議会においても、昨年同様に地域の商工会議所に対し要請行

動を展開し、地場共闘の強化をはかる。 

 

（８）すべての働く者のための働き方

の見直しとワーク・ライフ・バラン

スの実現に向け、「地域フォーラ

ム」を開催し、地域のあらゆる関係

者と連携をはかり、地域の労働条件

の底上げと賃上げの波及力を高める

取り組みを行う。 

 

（９）働き方改革の進捗状況や労働条

件に関する調査活動に積極的に協

力し、各組織における好事例の共

有化をはかり、働き方の見直しに

つなげる。 
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３．相場波及の取り組み 

（１）「共闘体制」の機能強化 
  １）すべての加盟組織は、中小共闘・フェアワーク推進の機能を包括するＷＬ

Ｂ推進委員会と連動した５つの「業種別共闘連絡会議」に参加し、業種毎の

情報共有・連携強化・相互理解をはかる。 

 

  ２）業種別共闘内での情報交換の緊密化、先行組合による相場形成と波及力強

化に向けた情報開示を進めるとともに、中小組合の闘争につなげていく取り

組み展開と地場共闘への連動強化をはかる。 

 

  ３）情報開示及び絶対水準の引き上げを重視する取り組みについて、各加盟組

織は賃金カーブ維持分・定期昇給相当分や賃金改善分の情報開示に努める。 

 

（２）社会的キャンペーン行動の展開 
  １）春季生活闘争の社会的アピールとして「働くことを軸とする安心社会」の

実現に向けた対外アピールも含め、未加盟・未組織労働者やパート・有期契

約・再雇用者の賃金をはじめとする労働条件の改善に向けて社会的キャンペ

ーン行動を展開する。 
 

  ２）これまでの「クラシノソコアゲ応援団！ＲＥＮＧＯキャンペーン」の取り

組みを継承しつつ、次の新たな運動へ展開し、「Ａｃｔｉｏｎ！36」の取り

組みとあわせ、「底上げ」「底支え」「格差是正」をはかるため、「街頭宣

伝行動」「地協総決起集会」「地場・中小労組総決起集会」などの開催で世

論喚起し、すべての働く者の立場に立った働き方の見直しの醸成をはかる。 
 

（３）春季生活闘争を通じた組織拡大・強化の取り組み 
  １）労働条件の改善を中小企業、パート・有期契約労働者等の連合未加盟・未

組織労働者に拡げていくためには、組織

化は不可欠である。職場で働く再雇用者

の組合員化、パート・有期契約等の正規

への転換による組合員化を促進し、「集

団的労使関係の拡大」「７万連合富山」

実現に向けた取り組みを進める。 
 

  ２）２月（13・14 日）の全国一斉集中労

働相談ホットラインや「Ａｃｔｉｏ

ｎ！36」などを通じ、相談体制の一層

の強化・充実をはかり、県内すべての

労働者の労働条件改善をめざす。  
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Ⅳ 当面の日程（★は本部闘争日程） 

 １月 22 日 三役会議・第 3回執行委員会（第 1回闘争委員会） 

        ◆共同記者会見 

    23 日 ★連合第 4回中央闘争委員会 

     下旬 4 地域協議会における 2020 春季生活闘争学習会 

       （富山 1／25～26、高岡 1／24～25、新川 1／25～26、砺波 1／25） 

    27 日 2020 政策フォーラム 

 ２月   3 日 第 2 回労働政策委員会 

          2020 春季生活闘争 闘争開始宣言集会 

       ★連合 2020 春季生活闘争 闘争開始宣言集会 

  13～14 日 「全国一斉集中労働相談ホットライン」 

        ＳＴＯＰ！雇用不安～辞めるしかない！？と悩んでいませんか～ 

    17 日 政策・制度要求県知事回答 

    18 日 三役会議、第 4回執行委員会（第 2回闘争委員会） 

    20 日 ★連合第 5回中央闘争委員会 

    29 日 2020 地域フォーラム in富山 

 ３月 上旬 第 3回労働政策委員会（予定） 

       4 地域協議会における 2020 春季生活闘争総決起集会 

       （富山 3／3、高岡 3／4、新川 3／5、砺波 3／４） 

     3 日 ★連合 2020 春季生活闘争 政策・制度要求実現中央集会 

     5 日 ★連合第 6回中央執行委員会 

     6 日 Ａｃｔｉｏｎ！36（36 の日） 

        ◆共同記者会見 

       富山労働局要請 

       富山県経営者協会要請 

    中旬 県内経済団体への要請（予定） 

   9～13 日 第 1 先行組合回答ゾーン 

  10～12 日 最大のヤマ場 

  16～20 日 第 2 先行組合回答ゾーン 

    18 日 三役会議、第 5回執行委員会（第 3回闘争委員会） 

  21～31 日 3 月月内決着集中回答ゾーン 

 ４月  2 日 第 4 回労働政策委員会 

       地場・中小労組総決起集会 

         ◆共同記者会見 

     6 日 ★連合重点政策討論集会 

    15 日 三役会議、第 6回執行委員会（第 4回闘争委員会） 

    16 日 ★連合第 7回中央執行委員会 

    29 日 第 91 回富山県中央メーデー 

 ５月 中旬 第 5回労働政策委員会（予定） 

    20 日 三役会議、第 7回執行委員会（第 5回闘争委員会） 

    21 日 ★連合第 8回中央闘争委員会 

 ６月  3 日 ★第 82 回中央委員会 

    17 日 三役会議、第 8回執行委員会（第 6回闘争委員会） 

       第 50 回地方委員会 

 

以上 
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決定機関  連合富山2020年度第3回執行委員会・第1回闘争委員会 
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企画・編集  日本労働組合総連合会富山県連合会（連合富山） 

        〒930-0857 富山市奥田新町8-1 ボルファートとやま7F 

        TEL：076-431-2525  FAX：076-431-1188 

        E-mail：info@toyama.jtuc-rengo.jp 

        HP：http://www.rengotoyama.com/ 

        FaceBook：https://www.facebook.com/rengo.toyama/ 
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